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2026年８月７日 

事前開示書類 

（会社法第794条第１項及び会社法施行規則第193条に定める書面） 

東京都大田区東蒲田二丁目30番17号 

株式会社テンポスホールディングス 

取締役管理部長 森下 和光 

  

 株式会社テンポスホールディングス（以下「テンポスホールディングス」といいます。）

及び株式会社トミ美容室（以下「トミ美容室」といいます。）は、2026 年８月７日付で両社

の間で締結した株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）に基づき、2026 年８

月27日を効力発生日（予定）として、テンポスホールディングスを株式交換完全親会社と

し、トミ美容室を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）

を実施致します。本株式交換に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条

に定める当社の事前開示事項は、以下のとおりです。  

  

１． 本株式交換契約の内容 （会社法794条第１項） 

 別紙１に記載のとおりです。  

 

２． 会社法第768条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第193条第１号）  

 (1)本株式交換に係る割当の内容 

 当社 

（株式交換完全親会社） 

トミ美容室 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 14.564 

本株式交換により付与する株式数 当社普通株式：43,692株（予定） 

（注１）株式の割当比率および交付する株式数 

当社は、トミ美容室の普通株式１株に対して、当社普通株式14.564株を割当交付します。た

だし、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議及

び合意の上、変更されることがあります。 

（注２）本株式交換により交付する当社の株式数 

本株式交換により当社が交付する株式総数は43,691株であり、全て当社が保有する自己株式

を用いる予定です。これは当社の発行済み株式総数（14,314,800株）の0.305％に該当します 

（注３）単元未満株式の取扱い  

本株式交換に伴い、トミ美容室の株主は当社の単元未満株式(１単元(100株)に満たな 

い数の株式）を保有することが見込まれますが、下記の制度をご利用頂くことができます。  

・単元未満株式の買取制度(単元未満株式の売却)：会社法第 192 条第１項の定めに基 

づき、当社に対し自己の保有する単元未満株式の買取りを請求することができます。  

（注４）１株に満たない端数の処理  

本株式交換に伴い、当社普通株式１株に満たない端数が生じた場合、トミ美容室の株主 

に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、当社が１株に満たない 



端数部分の合計の整数部分に応じた金額を支払い、端数部分の株式は割当てられません。 

 

(2)本株式交換に係る割当の内容の根拠等 

①割当の内容の根拠および理由 

 当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の検討に際し、その公正性・妥当性を確

保するため、独立した第三者機関である税理士法人ともに（以下「ともに」といいます）

に、簡易的な株価評価を依頼いたしました。当社は、ともにによるＭＡにおける意見価額

を参考に、トミ美容室の財務の状況、資産の状況、将来の事業活動の見通し等の要因を総

合的に勘案した上で、現金対価及び株式対価について両社で慎重に協議をした結果、前記

２.⑴「本株式交換に係る割当の内容」記載の割当で合意いたしました。 

 

②算定に関する事項 

i)算定機関の名称並びに上場会社及び相手会社との関係 

 本株式交換の株式交換比率について、その公正性・妥当性を確保するため、当社及びト

ミ美容室から独立した第三者機関である税理士法人ともにを選定し、本株式交換に用いら

れる株価の算定を依頼しました。トミ美容室は関連当事者には該当せず、本株式交換に関

して記載すべき重要な利害関係を有しません。 

ii)算定の概要 

 当社については上場会社であり、市場株価が存在していることから、市場株価法による

ものとしております。当社は 2026年 6月 3日から同 7月 2日までの連続する各取引日にお

ける、東京証券取引所スタンダード市場の当社株式の終値の平均値である 3,662円を採用

することといたしました。 

 一方、トミ美容室については「税理士法人ともに」に法人税法に規定する価額および純

資産価額方式による簡易的な価額の算出を依頼しました。トミ美容室の事業内容から国税

庁「類似業種比準価額計算上の業種目及び業種目別株価等」の「生活関連サービス業」お

よび「生活関連サービス業,娯楽業」を類似業種とし、法人税法に規定する１株当たりの評

価額を求め、これと同社の 1株当たりの純資産価額を加重平均し、最終的にともによりＭ

Ａにおける意見価額として 53,208円の提示がありました。当社およびトミ美容室は、とも

にによる意見価額を参考にしつつ、トミ美容室に対して実施したデューデリジェンスの結

果等を踏まえて、現時点での実質的な資産価値を適切に反映させるべきとの判断から「純

資産評価方式」に重点を置き、第三者機関の提示した平均値を上回る、1株あたり 53,333

円を妥当な評価額として合意にいたりました。 

当社の１株当たりの株式価値     3,662 円 

トミ美容室の１株当たりの価値（ともにによる意見価額）    53,208 円 

最終合意に至ったトミ美容室の 1 株当たりの価額   53,333 円 

 なお、ともには、株価の算定に際して、当社及びトミ美容室から提供を受けた情報及び一般に

公開された情報等を原則としてそのまま使用しており独自にそれらの正確性、完全性および網羅

性の検証を行っておりません。また、両社とその関係会社の資産及び負債（偶発債務を含みま

す）について、独自の評価または査定を行っていないことを前提としております。なお、ともに



が提出した株価の算定結果は、本株式交換における株式交換比率の公正性について意見を表明す

るものではありません。 

 

３． 会社法第768条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第193条第２号） 

 該当事項はありません。  

 

４． 株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第193条第３号）  

（1）最終事業年度に係る計算書類等の内容  

別紙２に記載のとおりです。  

（2）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容  

該当事項はございません。  

 

 （3）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社   

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容  

    ①株式交換契約及び本経営統合契約の締結  

 トミ美容室は、2026年８月27日を効力発生日とする本株式交換による当社を完全

親会社、トミ美容室を完全子会社とする株式交換契約の締結を代表取締役が承認

し、本株式交換契約を締結しました。 

 本株式交換契約の内容は、別紙１に記載のとおりです。  

 

５． 株式交換完全親会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大

な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行

規則第193条第４号）  

 

(1)株式取得による連結子会社化 

 当社は、2026年 5月 18日開催の取締役会において、マルシェ株式会社が実施する第

三者割当増資を引き受けることについて決議し、2026年 6月27日付で株式総数引受契

約を締結、同6月 29日付で株式を取得しました。 

株式取得日：2026年 6月29日 

取得した株式の数：6,000,000株 

取得価額：996百万円 

取得後の持分比率：50.59％ 

 

(2)本株式交換契約及び本経営統合契約の締結  

 当社は、2026年８月27日を効力発生日とする本株式交換による、当社を完全親会

社、トミ美容室を完全子会社とする株式交換契約の締結を会社法370条に基づく取締

役会決議に代わる書面決議により承認し、本株式交換契約を締結しました。 

 本株式交換契約の内容は、別紙１に記載のとおりです。 



   

６． 株式交換が効力を生ずる日以降における株式交換完全親会社の債務の履行の見込みに

関する事項（会社法施行規則第193条第５号）  

 当社の前事業年度末日（2026年４月30日現在）の連結貸借対照表における資産の額

は29,345百万円、負債の額は10,150百万円、純資産の額は19,194百万円でありま

す。資産の額が負債額を上回っており、また、現預金から有利子負債を引いたいわゆ

るネット資金は7,113百万円となっております。 

 株式交換の効力発生の後の当社の収益状及びキャッシュフローの状況について、債

務の履行に支障を及ぼすような事態は現在のところ予測されておりません。従いまし

て本株式交換の効力発生後における当社の債務について、履行の見込みがあるものと

判断致します。  

  

以上 

 

  



別紙１（株式交換契約書） 

株式交換契約書 

株式会社トミ美容室（以下「甲」という。）と株式会社テンポスホールディングス（以下

「乙」という。）は、以下の通り株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第 1 条（株式交換）  

甲及び乙は、本契約の定めに従い、乙を株式交換完全親会社、甲を株式交換完全子会社とす

る株式交換（以下「本株式交換」という。）を行う。 

 

第 2 条（本株式交換に際して交付する株式及びその割当て） 

1. 乙は、本株式交換に際して、甲の普通株主（効力発生日の前日の最終の時点における

甲の株主名簿に記載または記録された株主。以下「本対象株主」という。）に対し、

その保有する甲の普通株式に代わる対価として、乙の普通株式を交付する,。 

2. 前項に基づき、乙が本対象株主に交付する乙の普通株式の数は、本対象株主が保有す

る甲の普通株式 1 株につき、乙の普通株式 14.564 株の割合とする,。 

3. 乙は、本株式交換に際して、本対象株主に対し、その保有する甲の普通株式の合計数

（3,000 株）に対し、合計 43,692 株の乙の普通株式を割り当てる。 

4. 乙が交付する前項の普通株式については、乙が保有する自己株式（43,692 株）を本対

象株主に対して割り当てるものとし、本株式交換に伴う新株の発行は行わない。 

5. 本対象株主に割り当てるべき乙の普通株式の数のうち、1 株に満たない端数が生じる

場合には、乙は会社法第 234 条の規定に基づき、当該端数に応じた現金を交付する。 

 

第 3 条（乙の資本金及び準備金の額）  

本株式交換に伴う乙の資本金及び資本準備金の額の増加は行わない。その他資本剰余金の変

動その他の会計処理については、法令及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従

い、乙が適切に定める。 

 

第 4 条（効力発生日）  

本株式交換が効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2026 年 8 月 27 日とす

る,。但し、本株式交換の手続進行上の必要性その他の理由により必要な場合は、甲乙協議

の上、これを変更することができる。 

 

第 5 条（承認決議） 

1. 乙は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、株主総会の決議による承認を経ずに本

株式交換を行う（簡易株式交換）。 

2. 甲は、2026 年 8 月 7 日に開催予定の臨時株主総会（または会社法第 319 条第 1 項に



基づく書面決議）において、本契約の承認を受けるものとする。 

 

第 6 条（善管注意義務）  

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、それぞれの業務の執行及び財産の管理・

運営を善良なる管理者の注意をもって行い、その財産または権利義務に重大な影響を及ぼす

行為については、あらかじめ相手方と協議し、承諾を得た上で行うものとする。 

 

第 7 条（本契約の変更及び解除）  

本契約締結後、効力発生日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により、甲また

は乙の財産状態または経営状態に重大な変動が生じた場合、その他本株式交換の目的の達成

が困難となった場合には、甲乙協議の上、本株式交換の条件を変更し、または本契約を解除

することができる。 

 

第 8 条（本契約の効力）  

本契約は、第 5 条に定める承認が得られない場合、または法令に定める関係官庁の承認等

が得られない場合には、その効力を失う。 

 

第 9 条（合意管轄）  

本契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と

する。 

 

以上、本契約の締結を証するため本契約書 2 通を作成し甲乙双方が記名押印の上、各 1 通

を保有する。 

 

2026 年 8 月 7 日 

 

（甲） 千葉県船橋市本町五丁目 2 番 4 号  

株式会社トミ美容室  

代表取締役  西出 礼信         印 

 

（乙） 東京都大田区東蒲田二丁目 30 番 17 号  

株式会社テンポスホールディングス  

代表取締役  森下 篤史         印 



別紙２（事業報告書） 

２０２６年８月７日 

株式会社トミ美容室 

事 業 報 告 

（自 令和 7 年 6 月 1 日 至 令和 8 年 5 月 31 日） 

1. 会社の状況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

当期間におけるわが国経済は、エネルギー価格の高騰や円安に伴う原材料・物価の上昇、さら

には深刻な人件費不足などにより、依然として先行き不透明な状況が続いております。美容業

界におきましても、オーバーストアによる競争激化や若手人材の確保・育成が極めて厳しい経

営環境にあります。 

このような環境下、当社におきましては、「高生産性への取り組み」を最重要課題と位置づけ、

スタッフ全員による「100％商品提案」の徹底を通じた店販売上の拡大、および生涯顧客価値

（LTV）に基づく優良顧客の維持・獲得に注力してまいりました。その結果、売上高における

店販比率は約 30％という高い水準を維持しております。これらの結果、当期の売上高は

110,888,952 円（前期比 2.2％増）となりました。損益面におきましては、営業利益は 10,818,443

円、経常利益は 14,397,618 円、当期純利益は 6,066,584 円となりました。 

(2) 資金調達の状況 

日本政策金融公庫より、新型コロナウイルス感染症特別貸付として受けた融資について、計画

通り返済を進めております。当事業年度末における長期借入金残高は 21,024,000 円となってお

ります。 

(3) 設備投資の状況 

前期（令和 7 年 5 月期）において、店舗運営の効率化のため富士通製ノートパソコンおよび

Wifiルーターの導入（取得価額計 353,364 円）を行いました。本事業年度においては、特筆す

べき大規模な設備投資は行われておりません。 

(4) 直近 3 年間の財産および損益の状況 

項目 第 65 期 (R6/5 期) 第 66 期 (R7/5 期) 第 67 期 (当期・R8/5 期) 

売上高 103,273,405 円 108,426,211 円 110,888,952 円 

経常利益 11,843,499 円 15,870,490 円 14,397,618 円 

当期純利益 7,032,696 円 9,461,342 円 6,066,584 円 

1 株当たり当期純利益 2,344.23 円 3,153.78 円 2,022.19 円 

総資産額 109,534,489 円 120,017,187 円 120,552,221 円 

純資産額 72,156,069 円 81,617,411 円 87,683,995 円 

（注）1 株当たり当期純利益は、期末発行済株式総数 3,000 株に基づき算出しております。 

(5) 対処すべき課題 

当社を取り巻く環境は、主力スタッフのベテラン化に伴う「次世代を担う若手美容師の採用と

育成」が喫緊の課題となっております。今後は、株式会社テンポスホールディングスおよび株

式会社サロングラフとの経営統合によるシナジーを最大化させ、マーケティング手法のデジタ



ル化、およびグループのリソースを活用した教育体制の強化に注力し、さらなる収益力の向上

に努めてまいる所存です。 

 

2. 会社に関する事項 

(1) 商号 株式会社トミ美容室  

（注）令和 8 年 7 月 14 日付で「有限会社トミ美容室」から商号変更および組織変更を行ってお

ります。 

(2) 本店所在地 千葉県船橋市本町五丁目 2 番 4 号 

(3) 資本金 3,000,000 円 

(4) 主要な事業内容 

1. 美容室の経営（店舗名：hair cricca） 

2. エステティックサロンの経営 

3. 化粧品の販売 

(5) 主要な営業所 本店：千葉県船橋市本町五丁目 2番 4 号 

(6) 従業員の状況 

• 従業員数：11 名（役員を含む） 

• 前年度末比増減：増減なし 

• 平均年齢：45.6 歳（主力スタッフ 5 名の平均） 

(7) 主要な借入先の状況 

借入先 借入金の種類 当期末残高 (円) 

日本政策金融公庫（船橋支店） 長期借入金 21,024,000 

西出 礼信（代表取締役） 役員借入金 439,326 

（注）代表取締役からの借入金については経営統合に際して車両譲渡代金等との相殺精算が合意

されております。 

 

3. 株式に関する事項 

• (1) 発行可能株式総数：30,000 株 

• (2) 発行済株式総数：3,000 株 

• (3) 株主数：2 名 西出 礼信：2,250 株（持株比率 75.0％） 西出 桂子：750 株（持株比

率 25.0％） 

 

4. 役員に関する事項 

(1) 役員の氏名および役職 

• 代表取締役：西出 礼信（令和 8 年 7 月 14 日就任） 

• 取締役：西出 桂子（令和 8 年 7 月 14 日就任） （注）当事業年度（第 67 期）中は、特

例有限会社として西出礼信、西出桂子、西出富子の 3名が取締役に就任しておりました。 

(2) 役員報酬等の額 

• 役員区分：代表取締役および取締役 

• 役員数：2 名（報酬支給対象者） 



• 報酬等の総額（次期報酬枠）：15,300,000 円 

• 内訳： 西出 礼信：13,500,000 円（月額 100 万円 ＋ 賞与 150 万円） 

西出 桂子：1,800,000 円（月額 15 万円） 

• 株主総会決議日：令和 7 年 7 月 25 日（第 66 回定時株主総会において、上記報酬額を承

認可決）。 

(3) 役員等賠償責任保険（D&O 保険）契約に関する事項 

該当事項は有りません。 

(4) 役員と当該株式会社との間の取引に関する事項 

• 金銭の借入： 代表取締役 西出礼信氏より、運転資金として 439,326 円（当期末時点）を

無利息で借り入れております。 

• 不動産の賃借： 代表取締役 西出礼信氏が所有する店舗物件を賃借しており、年間

8,901,818 円の地代家賃を支払っております。 

• 資産の譲渡： 経営統合に伴い、会社所有の車両（レクサス）を代表取締役 西出礼信氏へ

2,000,000 円で譲渡することが合意されております。 

 

以上。 

 
















